
1 

平成 26 年度学内教育 GP プログラム事業経費 成果報告書 
 

区 分  継続型 

事業名称 
（理系学生海外派遣事業） 

校風をつなぐ女性科学者の育成 －第二のマリー・キュリーをめざせ－ 

取組代表者名 

担当者名 

   

  

取組代表者： 鷹野景子 

担当者： 小口正人、小林一郎、伊藤貴之 

     浜谷 望、曺 基哲  

     近藤敏啓、小川温子 

 

 

１．成果の概要 
実施した事業の成果について、その具体的内容、意義、重要性等を、当初設定した目的・目
標に照らし、３ページ以内で、できるだけ分かりやすく記述すること。必要に応じ、図表を
用いても構いません。 
 

本事業は、平成 20 年度から 24 年度まで実施された、若手研究者インターナショナル・
トレーニング・プログラム(ITP)「校風をつなぐ女性研究者の育成～第 2 のマリー・キュリ
ーをめざせ～」（日本学術振興会）の枠組みを活用し、女子大学院生（主に M1）を欧州（ド
イツ）の大学間交流協定校（以下、「協定校」という）バーギシェ・ブッパタール大学に
10 月から１セメスター（4 ヶ月半）派遣することによって、国際的視野をもって次世代を
になう女性科学者および理系女子の育成を目的とする。 

 
本事業では、公募を行い、書類審査と面接審査を経て、博士前期課程理学専攻の大学院

生から優秀な学生を選抜することとしており、平成 26 年度は 5 名を選抜した。 
派遣学生には渡航までの間、協定校での専門科目の受講に必要な語学力を養うための準

備として、春学期に本学が開講している英語の講義の履修を義務づけ、英語力の向上を図
った。 

 
協定校（バーギッシェ・ブッパタール大学）において、学生は専攻分野に応じて科目群

を選択履修する。科目の選択には、本学教員および協定校の教員が相談にのった。 
科目群の例としては、理学専攻を中心とする分野であり、(1) 自然科学におけるコンピ

ュータシミュレーション、(2) 化学分野、(3) 物理分野、(4) 応用数学分野などの科目群
がある。基本の科目群を選択するほか、希望に応じた専門関連科目の履修も、相談の上許
可することとした。また、協定校が提供する外国人のための英語科目の履修を推奨した。 

本派遣プログラムでは、原則として、専門分野を英語（またはドイツ語）で学ぶことが
基本であるが、余裕のある学生に対しては、ドイツ語や異文化理解の科目の履修も認めて
きた。平成 26 年度は、その希望は少なかった。 

 
7 月には、異文化理解、危機管理研修を実施した。出発前（9 月）には、英語での発信力

を向上させることを目的として、各自の研究発表を英語でプレゼンテーションし、英語で
質疑応答する機会を設けた。 

 
10 月に渡航し、現地の学生と一緒に、英語で行われる専門分野及び隣接分野の講義を１

セメスター受講した。科目によっては、他国からの留学生も含まれており、課題について
のディスカッションの機会がある。このようにグローバルな感覚を育みつつ学問に取り組
む機会と環境を提供した。 

また、派遣先大学（バーギシェ・ブッパタール大学）からの提案で平成 25 年度から開始
された学生同士の英語での交流会「ティータイム」（トピックスを決めてディスカッショ
ン）と、世界からの留学生との交流の夕べがそれぞれ週１回、定期的に開催された。この
ように、週 1−2 回は学生同士の交流の機会をもつことができた。 

 
派遣先大学では、先行プロジェクトで培った連携により、安全性と利便性の高い寮での

生活環境と、学術面でも生活面でも適切な助言を与えてくれる教員および事務スタッフが
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確保されている。その結果、安心して留学生活を過ごすことができ、学業に専念すること
が可能である。さらに、協定校の博士後期課程学生(TA)から、本学学生の各種手続きにお
いて、ドイツ語しか対応していない窓口での対応などの手助けをしてもらったり、現地学
生との交流を促進するイベントを企画してもらうなど、手厚いサポートを受けた。 

 
11 月には，本学教員（担当教員）が現地に赴き、派遣学生に対して履修状況の確認と指

導、生活指導などを行なうとともに、派遣先大学の教員と情報交換を行なった。派遣期間
を通じて月に１回の授業出席状況報告（安否確認を兼ねる）と、1月初めに中間報告書の提
出を義務づけた。 

 
帰国の直前（1 月下旬）には、本学教員が現地に赴き、各自の研究発表英語プレゼンテー

ションを課し、質疑応答を経て、協定校の教員とともに審査（採点）することで、英語力
の向上の度合いを評価した（写真１：評価会議での英語による研究発表、写真２：派遣学学
生と両大学の教員）。評価会議における、平成 26 年度派遣学生の発表に対する評価は、例年
に比べて高いものであった。 

 
帰国後は、4 月に平成 27 年度派遣説明会において派遣報告のプレゼンテーションを行な

った。平成 26 年度の派遣学生に対する単位認定は、例年通り、翌年度の平成 27 年 5 月の
理学専攻会議において行われた。協定校で単位認定された科目を本学の単位として互換認
定することで、派遣生は修了を延長することなく、海外経験をすることができる。 

 
現代の科学研究は、個人研究よりむしろプロジェクト研究が多いので、高度な専門知識

の上に、コミュニケーション力が必要である。さらに、この力を備えていれば、研究のみ
ならず、専門知識を活かしてあるいは研究のプロセスを活かして、多様なプロジェクトで
自分の立ち位置を理解して貢献すること、あるいは牽引するリーダーとして活躍すること
が可能となる。こうしたコミュニケーション能力を育むには、本プログラムで実現される
欧州の大学への研修留学は非常に有効である。 

実際、帰国した派遣学生の帰国報告書において、さまざまな背景をもつ学生たちとの交
流を通じて、英語力の向上だけでなくコミュニケーションをとるための努力が必要で、そ
の努力を惜しまないようになったこと、自分自身を見直すことになったこと、学問に対す
る姿勢も変化したこと、よい刺激をたくさん受けることができたこと、より広い視野で物
事を考えるようになったこと等の記載が多く見られることは、本事業の意義と成果の表れ
であるといえる。 

 
本学は創立以来 140 年の歴史の中で先駆け的女性人材を多数輩出してきたが、本プログ

ラムによる派遣学生は、国内外の教育研究機関の研究者として、またグローバル企業の研
研究者・技術者として、あるいは国際機関での職員や有識者として、国際的視野と理系の
知識をもって社会を牽引するグローバル理系女性リーダーとしての活躍が期待される。実
際に、この事業（若手 ITP を含む）の派遣学生たちは、グローバル企業や学術研究の世界
において、経験を活かしたキャリアパスをとっている。 

本事業は、国際的視野をもってグローバルに活躍する理系女性人材の輩出に大きく貢献
する事業である。 

 

     
     写真１ 評価会議での英語による研究発表   写真２ 派遣学生と両大学の教員 
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２．今後の取組み継続に係る実施体制及び資金確保の状況について 

  本経費は、学外の競争的資金等によるプロジェクトで、プロジェクト実施期間終了後も引き 

続き取組みを継続するための体制を整備するために配分されたものです。本経費の支援期間終了

後の実施体制及び資金確保の状況について記述してください。 

 
本枠組みは、平成 20 年度から構築してきた、「若手 ITP による学生派遣」における本学

と受け入れ大学との間の信頼関係に基づいて実現したものであり、今後もこの信頼関係に
基づく学生交流を継続する予定である。 

学生の派遣経費は、当面、JASSO の派遣支援に申請する。 
派遣に係る事務作業については、平成 26 年度および 27 年度はアカデミック・アシスタ

ントの雇用が本経費で認められている。その間に、必要なドキュメントと手順の整理を行
い、事務処理の簡素化を進めることで、本経費による支援期間終了後の実施を可能にする
体制を整える予定である。 
 

 


